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第２ 各課の事業概要 

（令和７年度事業実績） 

 

Ⅰ 指導予防課関係業務 

 



（１）

　　(調定分) （単位：円）

金　　額 金　　額 金　　額

環境保健使用料 3,000 3,000 0

土地建物等 3,000 3,000 0

保健所 3,000 3,000 0

財産貸付収入 735,274 735,274 0

土地建物等 735,274 735,274 0

健康福祉政策課 735,274 735,274 0

雑入　　　　　　 20,787 1,600 19,187

総務費 10 0 10

情報公開 10 0 10

雑入 20,777 1,600 19,177

知事部局 20,777 1,600 19,177

（調定）合計 759,061 739,874 19,187

　　（証紙収入） （単位：円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額

総務手数料 9 6,750 4 3,000 5 3,750

証明 9 6,750 4 3,000 5 3,750

総務文書課 9 6,750 4 3,000 5 3,750

環境保健手数料 594 4,119,000 357 3,591,700 237 527,300

健康推進費 0 0 0 0 0 0

受胎調節認定 0 0 0 0 0 0

予防検査 0 0 0 0 0 0

自然保護費 0 0 0 0 0 0

温泉 0 0 0 0 0 0

医薬費 515 2,896,100 264 2,173,100 251 723,000

医療施設等許可 7 301,000 15 624,000 △8 △323,000

麻薬免許 417 1,674,300 148 576,000 269 1,098,300

医薬品医療機器等 91 920,800 101 973,100 △10 △52,300

生活衛生費 79 1,222,900 93 1,418,600 △14 △195,700

食品関係営業許可 67 836,500 83 1,113,600 △16 △277,100

興行場営業許可 0 0 0 0 0 0

公衆浴場営業許可 0 0 1 22,000 △1 △22,000

旅館営業許可 3 51,400 1 22,000 2 29,400

理容所等開設検査 0 0 1 16,000 △1 △16,000

0 0 0 0 0 0

9 335,000 7 245,000 2 90,000

603 4,125,750 361 3,594,700 242 531,050

4,884,811 4,334,574 550,237

７年度　　A ６年度　　B 差引額　　A-B
科 目

一般会計収入額計

（証紙収入）合計

クリーニング所開設検査

建築物衛生管理業者登録

科 目
７年度 収入済額 A ６年度 収入済額 B 差引額　　A-B

１  歳入・歳出(令和７年度)

歳入
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（２）　歳出 （単位：円）

７年度支出額 ６年度支出額 差引額
A B A-B

3,259,410 1,702,855 1,556,555

総務管理費 3,259,410 986,370 2,273,040

財産管理費 3,259,410 986,370 2,273,040

　 企画費 0 716,485 △716,485

　 地域振興費 0 716,485 △716,485

民生費 292,171 2,342,501 △2,050,330

社会福祉費 274,780 2,342,501 △2,067,721

社会福祉総務費 193,600 1,612,000 △1,418,400

社会福祉総務費(明許) 0 655,406 △655,406

老人福祉費 81,180 75,095 6,085

災害救助費 17,391 0 17,391

救助費 17,391 0 17,391

環境保健費 23,077,564 21,278,766 1,798,798

公衆衛生費 4,347,153 4,740,484 △393,331

結核対策費 872,488 1,021,759 △149,271

予防費 482,077 935,412 △453,335

特定疾患対策費 1,413,741 1,206,011 207,730

母子保健対策費 93,000 121,822 △28,822

精神保健福祉費 1,261,087 1,008,790 252,297

生活習慣病対策費 224,760 446,690 △221,930

環境衛生費 769,424 937,023 △167,599

食品衛生費 662,970 694,513 △31,543

生活衛生総務費 106,454 242,510 △136,056

保健所費 17,010,996 14,939,928 2,071,068

保健所費 17,010,996 14,939,928 2,071,068

医薬費 859,991 571,331 288,660

医務費 112,000 65,708 46,292

薬務費 331,341 350,423 △19,082

企画調整費 416,650 155,200 261,450

自然保護費 90,000 90,000 0

自然保護総務費 90,000 90,000 0

農林水産業費 284,482 176,531 107,951

農業費 284,482 176,531 107,951

農林水産総務費 284,482 0 284,482

食ブランド・流通推進費 0 23,560 △23,560

稲作振興対策費 0 152,971 △152,971

商工費 155,000 164,751 △9,751

商工費 155,000 164,751 △9,751

経済産業総務費 155,000 164,751 △9,751

一般会計合計 27,068,627 25,665,404 1,403,223

※　統合庶務システムに係るものを除く。

項　　　目

総務費

- 17 -



- 18 - 

２ 保健統計調査 

 

（１） 月報 

ア 人口動態調査 

出生、死亡、婚姻、離婚、死産について審査・報告を行った。 

（以下は「令和６年青森県保健統計年報 

    https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kenko/kkenkofu/06nenpou_00.html」に 

基づき、管内４町村分について記載。） 

① 出生 

令和６年の出生は 47人、出生率（人口千対）は 2.6で、前年の 2.5を 0.1ポイント上

回り、県全体 4.4を 1.8ポイント下回った。 

② 死亡 

令和６年の死亡は 473人、死亡率（人口千対）は 26.1で、前年の 26.9を 0.8ポイン

ト上回り、県全体 17.7を 8.4ポイント上回った。 

死亡者数を死因別でみると、多い順に、悪性新生物が 123人、心疾患及び老衰がそれ

ぞれ 74人となっている。 

③ 乳児死亡 

令和６年の乳児死亡は前年に引き続き 0 人、県全体の乳児死亡率（出生千対）は 2.2

であった。 

④ 死産 

令和６年の死産は０人、県全体の死産率（出産千対）は 22.2であった。 

⑤ 周産期死亡 

令和６年の周産期死亡は前年に引き続き 0人、県全体の周産期死亡率（出産（出生＋

妊娠満 22週以後の死産）千対）は 3.3であった。 

⑥ 婚姻及び離婚 

令和６年の婚姻は 25件、婚姻率（人口千対）は 1.4で前年の 1.7を 0.3ポイント下回

り、県全体 2.9を 1.5ポイント下回った。 

また、令和６年の離婚は 28件、離婚率（人口千対）は 1.54で前年を 0.71ポイント上

回り、県全体 1.51を 0.03ポイント上回った。 

イ 病院報告 

管内町村の２病院における患者の利用状況について調査を行った。 

ウ 医療施設動態調査 

開設、廃止、変更等の届出の受理又は処分を行った医療施設について調査を行った。 

 

 （２） 年報・年度報 

ア 衛生行政報告例 

給食施設、不妊手術、人工妊娠中絶等について報告を行った。 

イ 地域保健・健康増進事業報告 

母子保健、健康増進、難病及び生活衛生等について報告を行った。 

 



３　医療薬務

（１）医療施設等の状況

　　ア　医療施設等数      令和８年３月31日現在

21 19 1 0 0 1

4,064 3,924 96 0 0 44

一般 2,351 2,259 48 0 0 44

精神 1,100 1,100 0 0 0 0

結核 19 19 0 0 0 0

 感染症 5 5 0 0 0 0

療養 589 541 48 0 0 0

18 6 3 2 7

( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0)

無床 17 6 2 2 7

有床 1 0 1 0 0

19 0 19 0 0

( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0)

4 2 1 0 1

0 0 0 0 0

3 0 2 1 0

2 1 1 0 0

0 0 0 0 0

1 0 0 0 1

　注）１．診療所の「病床数」欄の（　　）内は療養病床を再掲

　　　２．「診療所」欄の（　　）内は療養病床を有する診療所を再掲

　　　３．単位：施設（床）

　　イ　医療従事者数

672 656 8 2 1 5

189 184 2 2 0 1

741 717 16 1 0 7

　注）単位：人　　　　　　　

 

外ヶ浜町

病 院

病 床 数

診 療 所

（

中
核
市
移
行
）

青
森
市
除
く

病床数

歯科診療所

助 産 所

区 分 総 数 青森市 平内町 今別町 蓬田村

施 術 所

歯科技工所

衛生検査所

老人保健施設

令和６年末現在

蓬田村 外ヶ浜町

医　　　師

歯 科 医 師

薬　剤　師

区 分 総 数 青森市 平内町 今別町
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（２）　医療監視の状況

（３）　医薬品販売業者等数

注）単位：施設

６
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0

 薬局製剤

0

0

　薬局

総数

歯科診療所

製造業

18

65

 蓬田村

0

20.0

0

44.4

2

33.3

1

外ヶ浜町

0

00

0

100.0

5

1

平内町

 医薬品

0

2

令和８年３月31日現在

0

0 医療機器

1

100.0

7

38.9

1

2

区 分

0

病 院

一般診療所

2
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麻薬小売業

麻薬卸売業

 特定毒物使用者

 業務上取扱者

 特定毒物研究者

 店舗販売業

 配置販売業

医療機器

 販売・貸与

医薬品
販売業

一般

毒物劇物

販売
業

農業用品目

特定品目

 卸売販売業

 製造販売業

 修理業

 販売業
高度

 貸与業

31

0

0

0

2

12

管理

高度

0

3

高度

管理

4

管理

0

0

0

0

0

2

9

0

0

0

37

5 2

5

0

0

0

0

8

区分

年度 ７

実施数

実施率（％）
対象施設数 対象施設数

実施数

実施率（％）

※令和７年度対象施設は令和８年３月31日現在のものである。

５

対象施設数
実施数

実施率（％）
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2
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- 20 -



（４）　薬事監視の状況

実施数 実施数 実施数

実施率（％） 実施率（％） 実施率（％）

0 0 0

0.0 0.0 0.0

0 0 0

0.0 0.0 0.0

0 0 0

0.0 0.0 0.0

4 4 4

50.0 50.0 50.0

15 29 27

31.3 59.2 54.0

3 4 5

60.0 57.1 71.4

1 1 1

20.0 20.0 20.0

0 0 0

0.0 0.0 0.0

7 15 13

18.9 41.7 37.1

2 3 2

50.0 75.0 50.0

1 16 4

3.2 51.6 11.8

0 0 0

0.0 0.0 0.0

0 0 0

0.0 0.0 0.0

0 0 0

0.0 0.0 0.0

0 0 0

0.0 0.0 0.0

0 2 2

0.0 100.0 66.7

2 2 2

50.0 50.0 66.7

0 0 0

0.0 0.0 0.0

0 0 0

0.0 0.0 0.0

0 0 0

0.0 0.0 0.0

0 0 0

0.0 0.0 0.0

129 128 137

46.4 45.9 48.4
注）単位：施設
※麻薬取扱施設は、動物診療施設及び麻薬研究者等を含む。
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（５）野生大麻、けしの除去状況

　　

　ア　野生大麻除去本数（延べ数）

     令和８年３月31日現在

７

0　／　1

520,836　／　72

　イ　けし除去本数（延べ数）

　

７

  1　／　1

1,960　／　29

（６）薬物乱用防止のための普及啓発活動状況

　　

　ア　文化祭等における薬物乱用防止コーナーの設置

No.

　イ　薬物乱用防止講演会の実施

No.  実施学校等  参加人数  対　　象

なし

　　　　　　年度
　区分

６ ５

管内（本／カ所）  5　／　1  2　／　1

県（本／カ所） 1,157,574　／　90 947,518　／　96

　　　　　　年度
　区分

６ ５

管内（本／カ所）   300　／　1    46　／　5

県（本／カ所） 3,718　／　42 3,095　／　42

 実施年月日  講　　　　　師

 実施年月日  実施学校等

な　　　　し

 内           容
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（７）献血状況

197 4,274 1,749.0 36.1 95.6 85.9%

2 69 28.0 23.7 97.2 53.6%

0 50 20.0 25.0 100.0 57.5%

0 39 15.6 39.0 100.0 89.7%

0 24 9.6 24.0 100.0 55.2%

199 4,456 1,822.2 35.5 95.7 84.5%

608 23,495 9,519.6 36.7 97.5 96.8%

 

県（計） 9,831.0

外 ヶ 浜 町 17.4

管内（計） 2,157.6

今 別 町 34.8

蓬 田 村 17.4

青 森 市 2,035.8

平 内 町 52.2

　献血の推進のため、管内市町村、関係機関等の協力を得て、地域住民に献血思想の普及啓発を図
ることにより、献血者の確保に努めている。
　管内における移動献血バスによる献血実績は4,655人となっており、達成率は84.5％となってい
る。(平成21年度から成分献血バスは、廃止となった。)

市町村
令和７年度目標

(リットル)

令和７年度実績
令和７年度

達成率 200ml
（人）

 400ml
（人）

確保量
（ﾘｯﾄﾙ）

1台平均
（人）

 400ml比
（％）
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４ 会議・研修 
 

（１）青森地域保健医療推進協議会・部会 

青森県保健医療計画に基づく地域における保健医療活動を効果的に推進するため、

二次保健医療圏ごとに設置している。同協議会は、同計画に反映させるべき地域の

課題や取組及び地域における計画の推進に関して協議する。また、同協議会は、専

門の事項を調査協議するため必要がある場合は部会を置くことができ、青森地域に

おいては、保健対策部会を設置している。  

委員は保健医療福祉に従事している者、学識経験を有する者、行政機関の職員及

び関係団体及びその他保健医療福祉に関係する者で構成している 17 名、保健対策部

会員は会長が地域協議会委員の中から指名する者と地域協議会委員以外の者で、地

域県民局地域健康福祉部長が委嘱又は任命する者をもって構成する。  

令和７年度は保健対策部会のみ開催した。  

開 催 日 時 委員・部会員 出 席 者 数 検  討  事  項 

令和７年12月23日(火) 委員17名 (書面開催) 
委員委嘱替えに伴う会長・副会長

の選任について 

 

（２）青森地域災害医療対策協議会 

東日本大震災の発生を踏まえ、青森県では、災害現場に最も近い保健医療行政機

関である保健所において、関係機関が連携し、自律的に集合した医療チームの配置

調整や情報提供を行うなど地域医療を確保するため、二次保健医療圏ごとに、平時

から、保健所、市町村等の行政担当者と地域の医師会や災害拠点病院等の医療関係

者、災害医療コーディネーター等が定期的に情報交換する場を設置している。  

開 催 日 時 委 員 出 席 者 数 検  討  事  項 

令和７年度 未実施 
協議会委員 

32名 
- - 

 

（３）医師臨床研修における地域保健研修 

平成 16 年度から、診療に従事しようとする医師が、免許取得後に２年間の臨床研

修を受けることが義務付けられ、当所は協力施設として平成 17 年度から県立中央

病院及び青森市民病院で臨床研修を行う研修医に対して地域保健研修を実施してき

た。 

その後、関係省令改正により「地域保健」が選択科目に変更となり、平成 21 年度

以降は県立中央病院の研修医については希望者のみ当所で実施することとなった。  

なお、平成 21 年度以降は、令和５年度に３名、令和７年度に１名を受入、研修を

実施している。  


